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事　業　報　告

( 2020年４月１日から )2021年３月31日まで

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度（2020年４月１日から2021年３月31日）における我が国の

経済は、引き続きコロナ禍の影響により２回の非常事態宣言が発出され、消

費者心理が継続して悪化しており厳しい状況にあります。先行きについて

は、ワクチン接種は始まったものの新型コロナウイルス感染症による一定の

影響は継続すると見込まれ、依然として不透明な状況が続いております。

　このような状況の中で当社グループは、コロナ禍の影響を最低限にするた

めテレワークの推進、WEB会議の積極利用により感染症対策を行っており、

各セグメントにおいてもコロナ禍の影響を軽減するべく対応を行い、全体と

しては引き続き営業黒字を計上することができました。

　理美容事業におきましては、特に2020年５月までの期間においてコロナ禍

の影響が大きく前年と比較すると理美容室等に対する当社の商材販売が減

少いたしました。当該状況下において、日本国内市場だけでなく、海外市場

にも目を向けて、市場調査や販促準備を進めてきた成果が見え始め、中国を

はじめとする海外からの受注も始まりました。またマーケティングに関す

るコンサルティングにも力を入れた結果、コンサルティング事業において中

国市場向けの理美容品に関するコンサルティング業務を新たに受注しまし

た。

　通信販売事業におきましては、非常事態宣言の影響によりテレビ通販番組

の収録を延期せざるを得ない状況になったことなど依然として大きな懸念

が残っております。そのような状況下でも巣ごもり市場が活況と言われて

いる中、売れる商品の選択、有識者による商品評価及び番組出演等の企画を

進めております。
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　以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,052百万円（前連結会計年度比

16.9％減）、営業利益は23百万円（前連結会計年度比54.3％減）、経常利益

は28百万円（前連結会計年度比44.2％減）、親会社株主に帰属する当期純損

失は17百万円（前連結会計年度は６百万円の親会社株主に帰属する当期純利

益）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度において「出版関連事業」の量的重要性が低下した

ことに伴い報告セグメントから除外し「その他事業」に含めており、以下の

前連結会計年度比較については、前連結会計年度の数値を変更後のセグメン

ト区分に組替えた数値で比較しております。また当連結会計年度より、従来

「教育コンサルティング事業」としていた報告セグメントの名称を「コンサ

ルティング事業」に変更しております。この変更はセグメント名称の変更で

あり、前連結会計年度に与える影響はありません。

《理美容事業》

　理美容事業におきましては、前述の通り国内のみならず海外からの受注は

始まったものの、コロナ禍の影響により、当社の主要顧客である理美容店に

対する商材販売が全体的に減少しており当該事業における売上高は172百万

円（前連結会計年度比20.9％減）となりました。

《コンサルティング事業》

　コンサルティング事業におきましては、既存のコンサルティングに追加し

て、理美容事業におけるノウハウを利用した中国における理美容品のマーケ

ティングに関するコンサルティングを新たに受注したことに伴い当該事業に

おける売上高は51百万円（前連結会計年度比13.4％増）となりました。

《通信販売事業》

　通信販売事業につきましては、年末においてテレビ通販に関する広告を順

調に獲得できたことで影響は軽減されましたが、前述の通り緊急事態宣言に

伴い、テレビ通販番組の収録が延期されたことで、本年における番組収録が

減少し、商品販売の機会が減少しております。その結果、当該事業における

売上高は828百万円（前連結会計年度比17.5％減）となりました。

②　設備投資の状況

特記すべき事項はありません。
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③　資金調達の状況

該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

特記すべき事項はございません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第13期

(2018年３月期)
第14期

(2019年３月期)
第15期

(2020年３月期)

第16期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

売 上 高(百万円) 1,511 1,333 1,267 1,052

経 常 利 益(百万円) 72 61 50 28

親 会 社 株 主 に 帰 属 す
る 当 期 純 利 益 又 は
親 会 社 株 主 に 帰 属 す
る 当 期 純 損 失（△）

(百万円) 119 48 6 △17

１ 株 当 た り 当 期 純
利益又は１株当たり
当 期 純 損 失 （ △ ）

( 円 ) 11.46 4.61 0.64 △1.65

総 資 産(百万円) 635 654 579 542

純 資 産(百万円) 330 378 385 368

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行株

式数により算出しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

該当事項はありません。
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②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社スープ 200百万円 100％
理美容商材等の販売、企業向けコンサルテ
ィング、その他事業

株式会社東京テレビ
ランド

50百万円 100％
テレビ通販及びインターネットでの通信販
売

（注）当事業年度末の末日における特定完全子会社の状況は、次の通りであります。

特定完全子会社の名称 株式会社スープ

特定完全子会社の住所 東京都港区赤坂六丁目15番11号

当社及び当社の完全子会社における特定
完全子会社の株式の帳簿価額の合計額

187百万円

当社の総資産額 348百万円

(4) 対処すべき課題

　当社グループでは、継続的に利益を計上できる体制を整えることが最優

先と考えており、今後も継続的に事業を運営していくために、以下の事項

を特に対処すべき課題として認識し、経営政策を実行して参ります。

①営業部門における収益体制の拡大

　当社グループは、現在理美容事業及び通信販売事業を主な事業の柱とし

て経営資源を投入しておりますが、安定的かつ継続的な収入及び顧客満足

度の追求等による収益の拡大を行って参ります。またそれ以外においても

常に当社利益につながる可能性のある企業買収等も視野に入れて運営して

参ります。

②人材の増員

　業務の効率化を推進し、専門知識など必要なスキルを保有した人材の採

用を進めて参ります。

③テレワークの推進

　当社グループでは、ネットワークによる「働き方改革」として生産性の

向上、優秀な人材の確保、離職防止、ペーパーレス化によるコスト削減及

び事業継続性の確保等のために、多様で柔軟な働き方を進めて参ります。
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④経営環境の充実

　当社は、継続して持株会社としてグループ全体の経営環境を充実させて

いく必要があると考えております。独立社外役員及び内部監査部門等と協

力しつつコーポレートガバナンスの充実に取り組むと同時に、社会的な責

任を意識し、当社が取り組める社会的な課題について尽力して参ります。

(5) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

事 業 内 容 主 要 な 業 務

理 美 容 事 業 理美容室、エステサロン向け消耗品販売事業

コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 企業向けコンサルティング業務

通 信 販 売 事 業 テレビ通販とインターネットによる通信販売

(6) 主要な営業所及び工場（2021年３月31日現在）

会 社 名 区 分 所 在 地

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社 本 社 東 京 都 港 区

株 式 会 社 ス ー プ 本 社 東 京 都 港 区

株 式 会 社 東 京 テ レ ビ ラ ン ド 本 社 東 京 都 港 区

(7) 使用人の状況（2021年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

理 美 容 事 業 6（－）名 1 名 減 （増減なし）

コンサルティング事業
2（－） 増 減 な し （増減なし）

そ の 他

通 信 販 売 事 業 10（１） 2 名 減 （ 1 名 増 ）

全 社 （ 共 通 ） 4（－） 1 名 減 ( 増 減 な し ）

合 計 22（１） 4 名 減 （ 1 名 増 ）

（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人

員を外数で記載しております。

２．その他事業については、コンサルティング事業の従業員が兼務してお

ります。
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３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属して

いるものであります。

　　②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

4名 1名減 36.0歳 6.9年

(8) 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）

　該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2021年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 22,932,000株

②　発行済株式の総数 10,472,990株

③　株主数 3,536名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

丁 廣 鎭 3,176千株 30.33％

株 式 会 社 明 日 ク リ エ イ ト 1,176千株 11.23％

株 式 会 社 ジ ャ ッ ク 675千株 6.45％

株式会社メロスコスメティックス 250千株 2.39％

株 式 会 社 S B I 証 券 211千株 2.02％

株 式 会 社 S B I ネ オ ト レ ー ド 証 券 206千株 1.97％

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 116千株 1.11％

鈴 木 　 崇 展 115千株 1.10％

a u カ ブ コ ム 証 券 株 式 会 社 97千株 0.93％

猪 田 　 彰 92千株 0.88％

（注）持株比率は自己株式（317株）を控除して計算しております。

⑤　当社が保有する株式に関する事項

イ．政策保有に関する方針

　当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資以外の目的で

ある投資株式の区分について、対象先と当社グループが継続的な取引関

係を有しており、取引関係の継続又は取引の拡大のために株式の保有が

必要であることを取締役会で判断した場合に政策保有株式として保有し

ます。政策保有株式については、当社グループの経営戦略上一定の利益

が見込めるものと取締役会で判断したものを除き、原則的には新たな保

有は行わない方針です。なお2021年３月末において政策保有株式を保有

していないことから、取締役会において政策保有株式の保有の可否に関

する検証は行っておりません。

ロ．政策保有株式の議決権行使の基準

　当社グループに対して中長期的に利益が生じるかを総合的に判断し、

原則的として全ての議案に議決権を行使します。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（2021年３月31日現在）

　該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 大 谷 利 興
株式会社スープ代表取締役
株式会社東京テレビランド取締役
ゼストブレイン株式会社代表取締役

代表取締役副社長 指 方 健 治
株式会社スープ取締役
株式会社東京テレビランド代表取締役

取 締 役 丁 　 廣 鎭

株式会社スープ取締役
株式会社東京テレビランド取締役
株式会社ジャック代表取締役
株式会社ジャック・インベストメント代表取締
役

取 締 役 宗 　 田 　 こ ず え
業務管理統括本部長
株式会社スープ取締役
株式会社東京テレビランド取締役

取 締 役 関 口 　 博 関口博法律事務所代表

常 勤 監 査 役 美 濃 部 　 健 　 司
株式会社スープ監査役
株式会社東京テレビランド監査役

監 査 役 御 子 柴 　 健 　 治

監 査 役 萩 原 貴 彦 萩原法律事務所代表
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（注）１．取締役関口博氏は社外取締役であります。

２．監査役３名は、すべて社外監査役であります。

３．監査役御子柴健治氏は、財務、会計及び内部統制に関する豊富な経験や幅広い見識を

有しております。

４．当社は、関口博氏、御子柴健治氏、萩原貴彦氏を、東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次の通りであります。

イ．2020年６月25日開催の第15回定時株主総会において、新たに大谷利興氏は取締役に

選任され就任いたしました。

ロ．2020年12月24日開催の臨時株主総会において、新たに丁廣鎭氏は取締役に選任され

就任いたしました。

②　責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役関口博氏及び監査役萩原貴彦氏は会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。

　当該契約に基づく損害賠償の限度額は、同法第425条第１項に定める額と

しております。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲

は当社及び子会社２社の役員であり、被保険者は保険料を負担しておりま

せん。当該保険契約により被保険者である役員等がその職務の執行に関

し責任を負うこと、又は該当責任の追及にかかる請求を受けることによっ

て生ずることのある損害について填補されることとなります。ただし、被

保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者の

故意又は重過失に起因する損害賠償請求については、填補されません。な

お、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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④　取締役及び監査役の報酬等

イ．取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭報酬等

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締
役 ）

21
（0）

21
（0）

－ －
5

（1）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査
役 ）

1
（1）

1
（1）

－ －
3

（3）

合 計
( う ち 社 外 役
員 )

23
（1）

23
（1）

－ －
8

（4）

（注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

ロ．報酬等の内容の決定に関する方針

　当社は、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を取

締役会で定めており、その内容は株主総会で承認された報酬限度額の範

囲内において決定しております。

・基本方針

　当社の報酬制度として、当社の業績を踏まえ、職責及び業績に対す

る貢献度を総合的に勘案して報酬額及び報酬構成割合等を決定し、他

企業等の報酬との比較等の手段により当該妥当性を検討したうえで支

給することとしております。なお、当社は業績連動型報酬を採用して

おらず、基本的に業績により報酬が変動する要素はございません。

・取締役の報酬等の構成及び決定方法

　取締役の報酬等は、固定報酬（毎月支給する定額の金銭報酬）、賞

与及び株式報酬型ストックオプションで構築しております。当該内容

については、2006年６月29日開催の第１回定時株主総会において全体

の報酬限度額（株式報酬型ストックオプションを除く）を年額合計130

百万円以内とし、別枠で年額100百万円の範囲内でストックオプション

として新株予約権を発行することと決議いただいており、当該報酬枠

の範囲内で取締役会の決定を経て支給しております。当該株主総会終

結時点での取締役の員数は、５名（うち社外取締役０名）です。

　また、賞与及び株式報酬型ストックオプションに関しましては、当

該報酬の額、支払時期及び算定方法等の内容を株主総会において決議

し、支給することとしております。
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・監査役の報酬等の構成及び決定方法

　監査役については固定報酬のみを支給しております。当該内容につ

いては、2006年６月29日開催の第１回定時株主総会において報酬限度

額を年額30百万円以内と決議いただいており、当該報酬枠の範囲内で

監査役の協議を経て支給することとしております。当該株主総会終結

時点での監査役の員数は、３名（うち社外監査役３名）です。

ハ．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿う

ものであると取締役会が判断した理由

　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては株主総会で承認

された報酬限度額の範囲内で、取締役会で当該決定方針との整合性を含

めた検討を行った上で個別の報酬額を決議しているため、決定方針に沿

うものであると判断しております。

⑤　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役関口博氏は、関口博法律事務所代表です。当社と関口博法律事務

所との間に特別な関係はありません。

・常勤監査役美濃部健司氏は、株式会社スープ及び株式会社東京テレビ

ランドの監査役です。株式会社スープ及び株式会社東京テレビランド

は当社の子会社です。

・監査役萩原貴彦氏は、萩原法律事務所代表です。当社と萩原法律事務

所との間に特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区分 氏名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の内容

取締役 関 口 　 博

当事業年度開催の取締役会15回の全てに出席し、主に弁護士とし
ての見地から取締役会において積極に意見を述べており、特にコ
ンプライアンスについて専門的な立場から当社経営に関する監
督・助言を行う等意思決定の妥当性・適正性を確保するための適
切な役割を果たしております。

監査役 美濃部　健　司
当事業年度開催の取締役会15回及び監査役会６回の全てに出席
し、監査役としての立場から、当社の経営上有用な指摘、意見を
発言しています。

監査役 御子柴　健　治
当事業年度開催の取締役会15回及び監査役会６回の全てに出席
し、財務・会計の観点から、当社の経営上有用な指摘、意見を発
言しています。

監査役 萩 原 貴 彦
当事業年度開催の取締役会15回及び監査役会６回の全てに出席
し、弁護士の観点から、当社の経営上有用な指摘、意見を発言し
ています。
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(注)上記の取締役会の開催回数のほか、新型コロナウイルス感染症への対策等を含め会社法第370

条及び当社定款第26条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が９回

ありました。

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　アスカ監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

14

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算定根拠等について必要な検証及び審議を行った結果、これらが適切であると判断

したため、会計監査人の報酬等の額に同意しております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決

定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたし

ます。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき会計監査人を解

任いたします。この場合監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

・取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

は以下のとおりです。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

①　当社は、株主の皆様や取引先に対する企業価値向上を経営上の基本方

針とし、その実現のため、内部統制システムに伴いコンプライアンス規

程を制定・施行し、取締役並びに従業員が法令・定款等を順守すること

の徹底を図るとともに、リスク管理規程を制定し、リスク管理体制の強

化にも取り組む等、法令順守に努める。

　また、取締役会において、定期的なリスク評価会議を開催し、当社グ

ループのリスク項目の識別及び評価、並びにリスク対応策の決定を行う。

②　業務管理統括本部内にコンプライアンス事務局を設置し、内部統制シ

ステムの構築・維持・向上を推進するとともに、コンプライアンス体制

の整備、強化を図るものとする。

③　反社会的勢力との関係を排除するとともに、行政等とも連携を取りな

がら当社グループ組織全体として毅然とした態度で対処する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

　取締役の意思決定又は取締役に対する報告等、取締役の職務の執行に

係る情報については、情報管理規程のほか、文書の作成、保存及び廃棄

に関する文書管理規程に基づき、適切な保存・管理を行う。

（3）損失の危険に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティに係るリス

クについては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、

研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的リ

スク状況の監視及び全社的な対応は業務管理統括本部が行うものとする。

但し、新たに生じたリスクについては、取締役会において、速やかに対

応責任者となるべく取締役を定める。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会については、取締役会規程に基づきその適切な運営を確保す

るため、月１回の定例開催を原則とし、その他必要に応じ随時開催する

等、取締役間の意思疎通を図るとともに、相互に業務執行を監督する体

制を引き続き維持強化する。
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②　当社の経営戦略等の重要事項の意思決定のプロセスは、十分な議論を

重ね、その審議を経て執行決定を行うものとする。

③　取締役会は、取締役、職員が共有する全社的な目標を定め、業務担当

取締役は、その目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分

配、意見決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定

め、ＩＴを活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を

促すことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築

する。

（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

①　当社が定めるコンプライアンス規程は、当社グループ共通の行動指針

であり、これを基本としてグループ各社で諸規程を定めるものとする。

②　当社グループの経営管理については、セグメント別の事業に関して責

任を負う取締役を任命し、法令順守体制、リスク管理体制を構築する権

限と責任を与えており、業務管理統括本部はこれらを横断的に推進し管

理する。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事

項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①　監査役を補助すべき使用人については、必要に応じ内部監査室がこれ

を補う体制とし、そのために必要な人員を配置する。

②　監査役を補助する使用人の任命、解任、人事異動、人事評価、懲戒等

に関しては、監査役会の同意を得た上で決定するものとする。

（7）監査役への報告に関する体制及び報告をした者が当該報告をしたことを

理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

①　取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び

子会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況などの内容を速

やかに報告する。また監査役は必要に応じて取締役又は使用人に対して

業務の執行に関する報告を求めることができる。

②　監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な

取扱いを受けないことを確保する体制とする。
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（8）監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　監査役はその職務の執行について必要と認められる費用を予め当社に提

示するものとし、当社は当該監査役の職務の執行に必要でないと認められ

た場合を除き、当該費用を負担する。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役監査規程及び監査役会規程を定め、監査役の監査が適正かつ円

滑に行われるための環境を整備するよう努める。

②　取締役との意思疎通を図る体制を整備するとともに、会計監査人及び

内部監査室とも連携し、相互に補完あるいは牽制する関係を構築するも

のとする。

・業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

（1）職務執行の適正について

　取締役会は、社外取締役１名を含む取締役５名で構成し、社外監査役３

名も出席しております。取締役会は毎月定例の開催のほかに必要に応じて

随時開催し、経営の基本方針や法令で定められた事項、その他経営に関す

る事項を決定しております。

（2）コンプライアンスに対する取組みの状況について

　業務管理統括本部内に設置したコンプライアンス事務局において、コン

プライアンス規程に従い取締役及び従業員が法令・定款等を順守すること

の徹底を図るために、コンプライアンスに関する教育を実施しております。

（3）リスク管理体制について

　取締役会において定期的なリスク評価会議を開催し、当社グループのリ

スク項目の識別及び評価並びにリスク対応策の決定を行い、当該決定及び

リスク管理規程に基づき従業員に対してリスク対応に関する周知、徹底を

図っております。

（4）当社グループにおける業務の適正について

　当社子会社の経営管理につきましてはグループ共通規程を定めるととも

に、セグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、業務管理統

括本部において横断的に管理しております。
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（5）監査役監査について

　監査役会は、社外監査役３名で構成しており、１名の常勤監査役が中心

となり定例監査役会を四半期毎に開催するほか内部監査室及び会計監査人

との連携を緊密にし、取締役会の職務の執行を充分に監視及び監査する体

制となっております。また、内部監査室と協力し、稟議書等を閲覧するこ

とにより、監査の実効性の向上を図っております。

＜ご参考＞

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、グループの経営理念である「すべてのステークホルダーの皆様

に高い満足度を提供する」ことを目標として、グループ全体の持続的な成

長と企業価値の向上を目指しております。その実現のために、コーポレー

ト・ガバナンスを経営上の重要な課題に位置付けており、監督機能の強化

と意思決定の迅速化を図ることによりコーポレート・ガバナンスの強化に

努めてまいります。

（2）コーポレート・ガバナンスに係る基本方針

①　当社は、株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとと

もに、株主がその権利を適切に行使することができる環境の整備に努め

ます。

②　当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出は、様々な

ステークホルダーによるリソースの提供や貢献の結果であることを十分

に認識し、これらのステークホルダーとの適切な協働に努めます。

③　当社は、法令に基づく開示を適切に行うとともに、法令に基づく開示

以外の情報提供にも主体的に取り組みます。

④　当社の取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、独

立した客観的な立場から経営陣に対する実効性の高い監督を行うことを

はじめとする役割・責務を適切に果たします。

⑤　当社は、株主総会の場以外においても、株主との間で建設的な対話に

努めます。

４．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社グループは、内部留保の充実については安定した事業継続のため必要

なことと認識しております一方、必要以上の内部留保の蓄積は行わず、業績

に応じて適正に行うことを前提に、安定配当の維持を目指し、高配当性向を

基本方針に据えています。

しかしながら、当期においては利益剰余金がマイナスとなっておりますの

で、無配とさせていただきます。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）

流動資産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固定資産

有 形 固 定 資 産

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

511,232

414,744

89,135

2,883

5,284

△815

30,916

5,022

643

4,378

168

25,726

5,264

13,262

7,199

（負　 債　 の　 部）

流動負債 168,671

支払手形及び買掛金 130,893

未 払 金 9,276

未 払 費 用 5,907

未 払 法 人 税 等 3,737

賞 与 引 当 金 1,722

そ の 他 17,135

固定負債 5,410

預 り 保 証 金 5,410

負 債 合 計 174,082

（純 資 産 の 部）

株主資本 368,067

資 本 金 1,060,437

資 本 剰 余 金 622,105

利 益 剰 余 金 △1,314,382

自 己 株 式 △92

純 資 産 合 計 368,067

資 産 合 計 542,149 負 債 純 資 産 合 計 542,149
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連 結 損 益 計 算 書

( 2020年４月１日から )2021年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,052,951

売 上 原 価 811,074

売 上 総 利 益 241,877

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 218,233

営 業 利 益 23,643

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3

受 取 給 付 金 3,873

そ の 他 843 4,720

営 業 外 費 用

売 上 債 権 売 却 損 126

そ の 他 3 129

経 常 利 益 28,234

特 別 損 失

減 損 損 失 49,790 49,790

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △21,555

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,710

法 人 税 等 調 整 額 △5,938 △4,228

当 　 　 期 　 　 純 　 　 損 　 　 失 （ △ ） △17,326

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △17,326
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連結株主資本等変動計算書

( 2020年４月１日から )2021年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2020年４月１日　期首残高 1,060,437 622,105 △1,297,056 △92 385,394

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

△17,326 △17,326

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － △17,326 － △17,326

2021年３月31日　期末残高 1,060,437 622,105 △1,314,382 △92 368,067

純 資 産 合 計

2020年４月１日　期首残高 385,394

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

△17,326

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 △17,326

2021年３月31日　期末残高 368,067

－ 19 －



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　２社

・連結子会社の名称　　　　　株式会社スープ

株式会社東京テレビランド

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社及び関係会社の状況

・主要な会社の名称　　　　　株式会社ジャック・インベストメント

株式会社ファインケメティックス

株式会社メロスコスメティックス

・持分法を適用しない理由　　当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等が連結計算書類に及ぼす影響は軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外

しております。

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　その他有価証券（時価のないもの）

　移動平均法による原価法によっております。

ロ　たな卸資産

　移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却方法

イ　有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　工具、器具及び備品　３～５年

ロ　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づいております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率又は合理的に算定した貸倒見積高により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金　　　　　従業員の賞与支払いに充てるため、当連結会計年度に負担すべ

き支給見込額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

　イ　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

ロ　消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計上の見積り

繰延税金資産

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）

当連結会計年度

繰延税金資産 13,262

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、将来の事業計画を前提として繰延税金資産の評価を行っております。

　当該事業計画は、新型コロナウイルス感染症の影響がワクチン接種により軽減していく

と考えているものの、短期的には変異株の影響が存在すると仮定しております。しかしな

がら、コロナ禍の影響が大きかった前連結会計年度と比較すると翌連結会計年度に向けて

改善に向かうと考えられることから、売上高は新収益認識基準適用の影響により前年同期

より減少するものの、比較可能性を確保してコロナ禍の影響だけで考えると前年同期比

10％増と仮定しており、当該事業計画を前提として繰延税金資産を計上しております。な

お、事態が仮定より長期化した場合、見積りの評価に影響が生じる可能性があります。

３．表示方法の変更

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を

当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見

積りに関する注記を記載しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 5,744千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数並びに自己株式の数に関する事項

当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式

普通株式 10,472,990 － － 10,472,990

合計 10,472,990 － － 10,472,990

自己株式

普通株式 317 － － 317

合計 317 － － 317

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な流動性の高い預金等に限定し、必要な資金

は金融機関等からの借入により資金を調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の

信用リスクは、与信管理規程に沿って、リスク低減を図っております。

　また、支払手形及び買掛金についてはそのほとんどが２ヶ月以内の支払期日です。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりです。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。詳細に

つきましては（注２）をご参照下さい。

(単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

（1）現金及び預金 414,744 414,744 －

（2）受取手形及び売掛金 89,135 89,135 －

（3）差入保証金 5,264 5,133 △130

資産計 509,143 509,012 △130

（1）支払手形及び買掛金 130,893 130,893 －

（2）未払金 9,276 9,276 －

（3）未払法人税等 3,737 3,737 －

負債計 143,906 143,906 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

<資産>

　　　（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　　　（3）差入保証金

差入保証金については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に

信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値によっております。

<負債>

（1）支払手形及び買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区　　分 連結貸借対照表計上額

預り保証金　（※） 5,410

（※）市場価格がなく、かつ実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理

的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対

象としておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 414,744 － － －

受取手形及び売掛金 89,135 － － －

合　　計 503,879 － － －

７. 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、埼玉県において遊休不動産を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円）

連結貸借対照表計上額
連結決算日に
おける時価当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度

増減額
当連結会計年度

期末残高

4,378 － 4,378 4,379

（注）当連結会計年度末の時価については、主として「路線価」に基づいて算定した金額で

す。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 35円15銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △1円65銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年５月18日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社

取締役会　御中

ア ス カ 監 査 法 人
東 京 事 務 所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 浩 司 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 今 井 修 二 

監査意見
  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ジェイ・エスコムホールディングス
株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、ジェイ・エスコムホールディングス株式会社及び連結子会社からな
る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
  連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
  監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

  監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
  監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
  会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以 上
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貸　借　対　照　表

（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）

流動資産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

そ の 他

固定資産

　 有 形 固 定 資 産

工具、器具及び備品

　 無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

　投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

60,154

59,241

591

320

288,288

0

0

50

50

288,238

288,238

（負　 債　 の　 部）

流動負債 10,193

未 払 金 4,517

未 払 費 用 1,191

未 払 法 人 税 等 1,019

未 払 消 費 税 等 2,098

預 り 金 291

賞 与 引 当 金 1,074

負 債 合 計 10,193

（純 資 産 の 部）

株主資本 338,249

資 本 金 1,060,437

資 本 剰 余 金 622,105

資 本 準 備 金 622,105

利 益 剰 余 金 △1,344,191

その他利益剰余金 △1,344,191

繰 越 利 益 剰 余 金 △1,344,191

自 己 株 式 △101

純 資 産 合 計 338,249

資 産 合 計 348,442 負 債 純 資 産 合 計 348,442
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損　益　計　算　書

( 2020年４月１日から )2021年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 81,600

売 上 総 利 益 81,600

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 80,956

営 業 利 益 643

営 業 外 収 益 0

経 常 利 益 644

税 引 前 当 期 純 利 益 644

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 950

当 　 　 期 　 　 純 　 　 損 　 　 失 （ △ ） △305
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株主資本等変動計算書

( 2020年４月１日から )2021年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資 本

準 備 金
資本剰余金
合　　　計

その他利
益剰余金

利益剰余金
合　　　計

繰越利益
剰 余 金

2 0 2 0 年 ４ 月 １ 日 　 期 首 残 高 1,060,437 622,105 622,105 △1,343,886 △1,343,886 △101 338,554

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 （ △ ） △305 △305 △305

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中 の変 動額 (純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － △305 △305 － △305

2 0 2 1 年 ３ 月 3 1 日 　 期 末 残 高 1,060,437 622,105 622,105 △1,344,191 △1,344,191 △101 338,249

純 資 産 合 計

2 0 2 0 年 ４ 月 １ 日 　 期 首 残 高 338,554

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 （ △ ） △305

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中 の変 動額 (純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △305

2 0 2 1 年 ３ 月 3 1 日 　 期 末 残 高 338,249
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

①子会社株式及び関連会社株式　　　　移動平均法による原価法によっております。

②その他有価証券（時価のないもの）　移動平均法による原価法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　　　　　　　　定率法によっております。ただし、2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　工具、器具及び備品　　４～５年

②無形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒れに備えるため、一般債権について

は貸倒実績率又は合理的に算定した貸倒見積高により、

貸倒懸念債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支払いに充てるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

２．会計上の見積り

関係会社株式

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

当事業年度

関係会社株式 288,238
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（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、将来の事業計画を前提として関係会社株式の評価を行っております。

　当該事業計画は、新型コロナウイルス感染症の影響がワクチン接種により軽減していく

と考えているものの、短期的には変異株の影響が存在すると仮定しております。しかしな

がら、当社子会社におきましては、コロナ禍の影響が大きかった前年同期と比較すると翌

事業年度に向けて改善に向かうと考えられることから、売上高は新収益認識基準適用の影

響により前年同期より減少するものの、比較可能性を確保してコロナ禍の影響だけで考え

ると前年同期比10％増と仮定しており、当該事業計画を前提として関係会社株式を評価し

ております。なお、事態が仮定より長期化した場合、見積りの評価に影響が生じる可能性

があります。

３．表示方法の変更

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を

当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する

注記を記載しております。

４．貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 453千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 72,000千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首の株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末の株式数
（株）

普通株式 317 － － 317

合計 317 － － 317
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

税務上の繰越欠損金 12,272千円

投資有価証券評価損否認 363,425千円

その他 1,392千円

繰延税金資産小計 377,089千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △12,272千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △364,817千円

評価性引当額小計 △377,089千円

繰延税金資産合計 －千円

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　該当事項はありません。

９．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

(2) 子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金
(千円)

事業内容又
は 職 業

議 決 権 等
所 有 割 合
( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 内 容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社 ㈱ ス ー プ 200,000

理美容商
材 販 売

コンサル
ティング
事 業 等

所有
直接 100.0

役務の提供

役員の兼任

コンサルテ
ィ ン グ 料

36,000 － －

子会社
㈱東京テレビ
ラ ン ド

50,000
通信販売
事 業

所有
直接 100.0

役務の提供

役員の兼任

コンサルテ
ィ ン グ 料 36,000 － －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

㈱スープ及び㈱東京テレビランドへの役務の提供については、コンサルティング契約

に基づき、業務内容を勘案して決定しております。

(3) 同一の親会社をもつ会社等及びその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。

(4) 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 32円30銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △0円03銭

11．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 32 －



計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月18日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社

取締役会　御中
ア ス カ 監 査 法 人
東 京 事 務 所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 浩 司 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 今 井 修 二 

監査意見
  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ジェイ・エスコムホールディ
ングス株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第16期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下、「計算書類等」という。）について監査を行った。
  当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
  計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
  監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

  監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
  監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第16期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況

を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監

査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から

なる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法

施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし

ました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　　会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

2021年５月31日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 美濃部　健　司 

社外監査役 御子柴　健　治 

社外監査役 萩　原　貴　彦 

以　上
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株主メモ

事業年度 ４月１日～翌年３月31日

期末配当金受領株主確定日 ３月31日

中間配当金受領株主確定日 ９月30日

定時株主総会 毎年６月

株主名簿管理人
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関

同連絡先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

東京都府中市日鋼町１－１

電話　0120－232－711（通話料無料）

郵送先　〒137－8081　新東京郵便局私書箱第29号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

上場証券取引所 東京証券取引所（JASDAQ市場）

公告の方法

電子公告により行う

公告掲載ＵＲＬ　http://www.j-escom.co.jp/

（ただし、電子公告によることができない事故、その

他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に

公告いたします。）

（ご注意）

１．株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつき

ましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承るこ

ととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。

株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意

ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機

関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全

国各支店にてもお取次ぎいたします。



【株式に関するお手続きについて】

○特別口座に記録された株式

お手続き、ご照会等の内容 お問合せ先

○特別口座から一般口

座への振替請求

○単元未満株式の買取

請求

○住所・氏名等のご変

更

○特別口座の残高照会

○配当金の受領方法の

指定（＊）

特 別 口 座 の

口座管理機関

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行部

東京都府中市日鋼町１－１

Tel　0120－232－711（通話料無料）

［手続き書類のご請求方法］

○お電話によるご請求

0120－232－711（通話料無料）

○インターネットによるダウンロード

https://www.tr.mufg.jp/daikou/

○郵送物等の発送と返

戻に関するご照会

○支払期間経過後の配

当金に関するご照会

○株式事務に関する一

般的なお問合せ

株主名簿管理人

（＊）特別口座に記録された株式をご所有の株主様は配当金の受領方法として株

式数比例配分方式はお選びいただけません。



○証券会社等の口座に記録された株式

お手続き、ご照会等の内容 お問合せ先

○郵送物等の発送と返

戻に関するご照会

○支払期間経過後の配

当金に関するご照会

○株式事務に関する一

般的なお問合せ

株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行部

東京都府中市日鋼町１－１

Tel　0120－232－711（通話料無料）

○上記以外のお手続き、

ご照会等

口座を開設されている証券会社等にお問合せくださ

い。

〒107-0052 東京都港区赤坂六丁目15番11号

ＴＥＬ(03)5114－0761(代表）


